
平成３０年度助成事業募集要項
１．応募対象者
　　  　・秋田県立大学システム科学技術学部に在籍する教員及び学生
２．募集内容
　　（１）産学共同研究開発助成事業
    　   ・県立大学教員と地域事業者等との共同研究、受託研究への助成
        ※既に共同研究開発を進めているテーマや、共同研究開発を希望するが
　　　　　　　 協力企業が見つかっていないテーマも含む

　　　　　　・複数年継続を予定しているテーマについてはビジネスプランを示してください。
　    　 ・１件２００万円以内
 　 （２）ベンチャー自主研究助成事業
        ・学生が対象で、学生のユニークな自主研究に助成
        ・グループ、単独でも可
        ・助成金は学生の自主研究を指導する教員に交付
        ・１件２５万円以内
 　 （３）国際交流助成事業
        ・学生が対象で、海外の大学や研究機関において行う研修活動や国内外の
         国際学会等へ参加するための交通費の助成
        ・助成金は学生の自主研究を指導する教員に交付
        ・１件３０万円以内
　　　 　※昨年度よりポスターでの発表は助成対象外となりました。
３．募集案内及び受付
    　 　・受付場所　秋田県立大学地域連携・研究推進センター
　  　   ・募集締切  平成３０年５月１１日（金）
    　  ・助成決定  ６月上旬（予定）
４．応募申請方法
      　・助成申請書に事業内容の説明資料及び事業費の収支予算書等を添付し、
　　　　 　秋田県立大学地域連携・研究推進センター（本荘キャンパス）事務室に提出
　　　　 　のこと
	               
	 【担当】
　〒015-0051
　由利本荘市川口字大覚１８２番地
 公益財団法人　本荘由利産学振興財団
  事務局      成田
 　　TEL：0184-22-3488　　FAX：0184-23-7460


詳細については、助成事業業務規定等の別添資料を参照のこと
※財団ホームページ上に資料がございます。http://www.hy-sangaku.or.jp/
国際交流助成事業応募予定者へのご案内

以下の内容をご確認の上応募いただけますようお願いいたします。

1 国際交流助成事業で助成可能な費用

・海外の大学や研究機関において行う研修活動に参加するための【交通費】

・国内外の国際学会等へ参加するための【交通費】

・昨年より「ポスターでの発表」は対象外となりましたのでご注意ください
2 助成事業に応募する際に添付する資料

・学会等の内容がわかる資料（可能であれば日本語の資料を準備してください）

・学会に参加するための交通費の内訳資料　
・ルート及び交通費の根拠を示す資料　注１
注１

インターネットサイト等で最短ルート及び最安値を選択したとわかる資料を添付してください。

3 参加する学会の変更等が発生した場合に添付する資料

　・当財団の助成様式第３号の助成変更・中止承認申請書　注２
　・変更した学会等の内容がわかる資料

　・行き先が変更になる場合は②と同様の資料　

注２

　変更時は内容の明記の他に理由を明確に記載するよう注意してください。また、変更の理由に論文提出の遅れ等を記載するのは避けてください。

4 実績報告書を提出する際の注意点及び、添付する資料
・交通費以外の費用を記入しないようにする。

・交通費の積算表を添付する。
・添付する領収書は原則原本としますが、やむを得ない場合は原本証明の上

コピーを添付してください。
他、不明な点は財団事務局までお問い合わせください。
	【担当】
　〒015-0051
　由利本荘市川口字大覚１８２番地
 公益財団法人　本荘由利産学振興財団
  事務局      成田
 　　TEL：0184-22-3488　　FAX：0184-23-7460


公益財団法人本荘由利産学振興財団　助成事業業務規程
（目的）
第１条　公益財団法人本荘由利産学振興財団（以下「財団」という。）が行う助成事業に関して必要な事　項を定め、事業の適正かつ効果的な運営を図ることを目的とする。
（助成の審査基準）
第２条　財団が助成を行うに当たっては、助成の対象となる事業が、次の各号に掲げる条件に適合すること　を要する。
　(1) 助成の対象となる事業の目的が適切であって、かつその実施が確実であること。
　(2) 助成金の使途が適正であること。
（助成の申請）
第３条　助成を受けようとするものは、次の各号に掲げる事項に掲載した助成申請書（様式第１号）を理事長に提出しなければならない。
　　　(1) 申請目的及び必要とする理由
 　　 (2) 申請金額
  (3) 事業内容等がわかる書類
 　　 (4) 予算書又は経費支出明細書
  (5) その他財団が必要と認める書類
（助成の決定）
第４条　理事長は、前条による交付の申請を受けたときは、助成審査委員会を開催し、第２条の審査基準に適合するか否かを審査し、適当と認めるものについては、予算の範囲内おいて助成額を算定し、当該年度　の事業計画に基づき助成を決定する。
２　助成を決定したときは、当該申請者に対し、速やかに助成決定通知書（様式第２号）にて、通知しなければならない。
（事業の変更及び中止）
第５条　助成をうけたものが、当該事業の内容等重要な変更をしようとするとき、または、当該事業を中止しようとするときは、助成変更・中止承認申請書（様式第３号）により 、理事長に承認を得なければならない。
（実績報告）
第６条　助成を受けたものは、当該事業が完了した場合、速やかに実績報告書（様式第４号）により、理事長に報告しなければならない。
（助成の決定の取り消し及び助成金の返還）
第７条　理事長は、助成を受けたものが、正当な理由がなく次の各号に掲げるいずれかに該当するときは、助成の取り消し又は返還を求めることができる。
  (1) 助成対象である事業を中止したい旨の申出があったとき。
  (2) 助成対象である事業を実施せず、または実施する意志が認められないとき。
  (3) 助成対象である事業を中止し、完了する見込みがないとき。
  (4) 前条に規定する実績報告がないとき。
  (5) 助成金を助成目的以外に使用したとき。
  (6) その他助成を受けるものとして、ふさわしくない行為があったとき。
（報告の徴収及び調査）
第８条　財団は、助成事業の適正な運営を図るため必要があると認めるときは、助成の決定を受けたもの及　び助成を受けたものに対し、随時助成事業及び会計について報告を求め、又は調査することができるものとする。
（補則）
第９条　この規程に定めるもののほか、助成金支出に関して必要な事項は、理事長が別に定める。
　　　附　則
　この規程は、平成１３年５月２２日より施行する。
　平成２５年４月１日　一部改正

公益財団法人本荘由利産学振興財団　助成審査委員会審査要領
１．目的
    公益財団法人本荘由利産学振興財団（以下「財団」という。）が行う助成事業の助成審査を適正かつ
　円滑に行うため、この要領を定める。
２　審査方針
    助成金申請の審査は、定款第４条第３号に定める事業において、本荘由利地域における科学技術の教育及　び研究の振興と地域の発展に寄与すると認められるものについて、助成することを基本方針とする。
３　審査
　(1) 審査は原則として書類審査により行うものとし、必要に応じ面接審査も行うものとする。
  (2) 審査会は、本要領の４「審査基準」に基づき助成の可否及び助成額について審査を行うものとする。
  (3) 理事長は、審査会の審査結果に基づき「助成の決定」を行うものとする。
  (4) 審査結果については、速やかに申請者に対して通知するものとする。
４　審査基準
  (1) 次に掲げる条件について、すべてに適合すること。
　　①　特定の者の宣伝または営利を目的とするものでないこと。
　　②  助成の対象となる事業の目的が適切であって、かつその実施が確実であること。
　　③　助成金の見積り及び使途が適正であること。
　　④　助成により、教育の向上及び学術研究の成果が得られるものであること。
  (2) その他教育・学術研究に特に必要と認められるもの。
　　　附　則
　この要領は、平成１３年５月２２日から施行する。
平成２５年４月１日　一部改正
様式第１号―１（共同研究）
助　成　申　請　書
                                                               平成　　年　　月　　日
公益財団法人本荘由利産学振興財団
    理 事 長　　長谷部　　誠　　様
　　　　　　　　　　　　　　　申 請 者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                           　（ふりがな）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
（※申請者に直接、連絡できるもの）
                               　 　　　連絡先           （　　　）　　　　　　　　 
１．事業名（研究テーマ名）※日本語で
　　　                                                                                                                         
２．申請目的（助成を必要とする理由）
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
	３．申請金額  　　　　　　　　　一金　　　　　　　　円也　　


４．事業計画期間　　　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
５．本研究に対する他の団体等からの助成または寄付等の有無　［　有　・　無　］
６．添付書類
　　(1) 事業内容がわかる書類
  　(2) 予算書または経費支出明細書
 　 (3) その他財団が必要とする書類

様式第１号―２（ベンチャー自主研究）
助　成　申　請　書
                                                               平成　　年　　月　　日
公益財団法人本荘由利産学振興財団
    理 事 長　　長谷部　　誠　　様
　　　　　　　　　　　　　　　申 請 者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                           　（ふりがな）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
（※申請者に直接、連絡できるもの）
                               　 　　　連絡先           （　　　）　　　　　　　　 
指導教員　所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
１．事業名（研究テーマ名）※日本語で
　　　                                                                                                                         
２．申請目的（助成を必要とする理由）
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
	３．申請金額  　　　　　　　　　一金　　　　　　　　円也　　


４．事業計画期間　　　　平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日
５．本研究に対する他の団体等からの助成または寄付等の有無　［　有　・　無　］
６．添付書類
　　(1) 事業内容がわかる書類
  　(2) 予算書または経費支出明細書
 　 (3) その他財団が必要とする書類

様式第１号－３（国際交流）
助　成　申　請　書
                                                               平成　　年　　月　　日
公益財団法人本荘由利産学振興財団
    理 事 長　　長谷部　　誠　　様
　　　　　　　　　　　　　　　申 請 者 　住　　所　　　　　　　　    　　　　　　　
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　（ふりがな）
所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
（※申請者に直接、連絡できるもの）
                                       　連 絡 先　　　 　（　　　）　 　　　　　　
                                             指導教員   所属・氏名 　　　　　　　　 　　　　　印　
１．申請目的（助成を必要とする理由）
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
	２．申請金額  　　　　　　　　　　　一金　　　　　　　　円也　


３．学会等の概要
	期　　日

	平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日


	場　　所

	

	論文テーマ
学会名等
※可能な限り
日本語で
	

	内　　容
	

	
	


４．本研究活動に対する他の団体等からの助成または寄付等の有無　［　有　・　無　］
５．添付書類
 (1) 開催日時、場所、内容、参集範囲等を記載した書類（プログラム等）
　　 (2) 論文受理通知書の写し
    （3）その他財団が必要とする書類

様式第３号
助成変更・中止承認申請書
                                                              平成　　年　　月　　日
公益財団法人本荘由利産学振興財団
    理 事 長　　長谷部　　誠　　様
　　　　　　　　　　　　　　　申 請 者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                           　（ふりがな）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
（※申請者に直接、連絡できるもの）
                               　 　　　連絡先           （　　　）　　　　　　　　 
指導教員　所属・氏名　　　　　　　　　　　　　　　印　
１．事業名（研究テーマ名）※日本語で
　　                                                                                                                          
２．変更又は中止する理由
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
３．変更の内容（変更の場合のみ）
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
　　                                                                                                                          
	４．助成決定額       一金　　　　　　　　　　円也


５．助成決定年月日       平成　　年　　月　　日
６．事業計画期間       平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

